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研究成果の概要（和文）：介護保険は、日本のNPO法人や社会福祉法人など非営利組織を刺激して、大きな組織
変動を生み出した。とりわけ政府主導での３年ごとの介護保険改正は非営利組織をどのように再編成したのか、
それを社会学的に調査研究した。介護保険で活動するNPO法人と社会福祉法人を中心に、経営者やリーダーへの
デルファイ法による将来見通しやビジョンの調査、社会福祉法人改革で前面にでてきた社会貢献のあり方、そし
て非営利組織の経営の問題などに焦点を当てて研究してきた。非営利組織への聞き取りと質問紙調査による実証
的な調査と、アメリカのNPO理論の日本への応用と再検討を通じて、日本の非営利組織の再編成に焦点をあてて
考察した。

研究成果の概要（英文）：Long-term care insurance stimulated not-for-profit organizations such as NPO
 corporations and social welfare corporations in Japan and created large organizational changes. In 
particular, the government - initiated reform of long - term care insurance every three years 
reconstructed a non - profit organization and studied it sociologically. NPO corporations and social
 welfare corporations that work with nursing-care insurance, investigate future prospects and 
visions by the Delphi law to managers and leaders, how to contribute to society in front of reform 
of social welfare corporation, how to contribute to society, and non-profit organizations We focused
 on management issues and other issues. Through an interview with non-profit organizations and an 
empirical investigation by questionnaire survey and application and review of American NPO theory in
 Japan, I focused on the reorganization of Japanese non-profit organization.

研究分野：社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 介護保険と特定非営利活動法は、ボランテ
ィア団体を NPO 法人に、そして NPO 法人
として介護保険指定事業者にする道を開い
た。特定非営利活動促進法（NPO 法）が成
立して２０年、介護保険法が施行されて 18
年がたつが、この 20 年間の歴史と展開をふ
りかえりつつ、現在の NPO 法人や社会福祉
法人などが直面する新たな課題を、実証的か
つ理論的に調査研究することを目的とした。
具体的な背景としては、介護保険法が改正さ
れるたびに、介護報酬が減額され、また税と
社会保障の一体改革などが進められるにつ
れて、高齢者医療、介護保険、年金や社会保
障などの将来展望がネガティヴな未来を指
し示すようになったからである。いわゆる
「高齢社会」論が「高齢社会悲観論」へと急
速に転落していったのがこの 20 年間ではな
いだろうか。政府や行政、市場のみならず、
一般社会のなかに否応なく浸透していった
こうした「高齢社会悲観論」は、社会福祉法
人のみならず NPO 法人などの非営利組織に
どのような影響を与えただろうか。それをリ
サーチする必要があった。これが調査研究の
背景である。 
 
２．研究の目的 
 まず社会福祉法人の経営者は、介護保険や
社会福祉法人の将来をどのようにみている
だろうか。社会福祉法人の経営者の将来展望
ビジョンは、その法人で働く職員のマインド
に影響することだろう。それが当時、介護職
の離職・転職とどのように関連するのか、そ
れを解き明かすことを第 1の目的とした。そ
れ以前の調査研究で、介護職の離職・転職理
由を、介護職の意識調査を通じて明らかにし
ようとしてきたが、介護職の「心」を調べる
だけでは、問題の全貌に迫れない、むしろ、
介護職の職場環境こそが、離職・転職を促す
のではないかと、多くのヒアリングから感じ
られたためである。この職場の環境を左右す
るのが、社会福祉法人経営者の「マインド」
である、との仮説のもと、社会福祉法人経営
者のマインドをデルファイ法によって調査
することとした。 
 第 2 の目的は、社会福祉法人改革などで、
社会福祉法人の経営に大きな批判が寄せら
れていたことが背景にあり、社会福祉法人が
ほんとうに社会福祉法人らしく機能するた
めの条件や制度が求められていたことであ
る。社会福祉法人改革の議論のなかでは、社
会福祉法人に「社会貢献」を求めることが明
記された。その社会貢献内容には、まだ流動
的な議論があるが、有力なひとつは、地域社
会との連携や協働であろう。さらに具体的に
は、災害時の避難所として、地域社会に貢献
したり、地域の貧困問題の解決に寄与したり
することではないか。われわれは、おりしも
熊本県で発生した熊本地震（2016）時におけ
る社会福祉法人の動きに着目し、福岡県老人

福祉施設協議会が、熊本県老人福祉施設協議
会の施設にたいして行った介護職の派遣を、
社会福祉法人の先進的な社会貢献事業のひ
とつのモデルとして注目し、福岡県老人福祉
施設協議会が、どのような経緯で介護職の被
災地への支援に派遣したかを、関係者へのヒ
アリングからはあくし、ついで実際に被災地
へ派遣された 18施設の 175名の介護職への
アンケート調査を実施することで、それを解
明することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
社会福祉法人経営者のマインド調査は、福
岡県老人福祉施設協議会の協力をえて、2015
年の 1 月および 12 月に行った。いわゆるデ
ルファイ法による、自記式の郵送調査方法を
もちいた。デルファイ法を用いた理由は、社
会福祉法人の現場が、どのような将来ビジョ
ンやマインドをもっているのか（あるいは持
っていないのか）を第一回目で調査し、第二
回目は、その結果を見てもらって、さらに将
来展望や経営方針が変わるのかどうかを検
証しようとしたためである。その結果につい
ては『共生社会学』紀要に 2つの論文として
発表している。 
第 2の社会福祉法人と介護職の社会貢献と
しての熊本地震にさいしての派遣について
は、これも福岡県老人福祉施設協議会の協力
をえて、職員を派遣した 18施設の 175名の
介護職全員への自記式アンケート調査を実
施した。主な内容は、属性のほかに、派遣時
期や派遣期間、派遣先でどのような業務を行
ったか、震災後の支援で、どのようなことを
感じたり、支援経験が、その後の業務にどう
生かされたりしたのかを、自由記述として書
いてもらう方法をとった。 
 
４．研究成果 
 社会福祉法人の経営者のデルファイ法に
よる将来展望については、安立清史・小川全
夫・高野和良・黒木邦弘，2016，特別養護老
人ホームの未来を現場はどう見ているか－
第１回「特養のあり方に関する未来予測調
査」の結果から，『共生社会学』，Vol.７,pp.83
―95，2016 および、安立清史・小川全夫・
高野和良・黒木邦弘，2016，特別養護老人ホ
ームの「人材確保」と「経営」－第２回「特
養のあり方に関する未来予測調査」の結果か
ら，『共生社会学』，Vol.７, pp.97―104，2016
という二つの論文に調査結果を発表してい
る。かいつまんでその知見について述べれば、 
社会福祉法人の経営者は、介護保険導入後、
それまでの社会福祉法人の役割とは別に、介
護保険事業者としての役割を与えられた。こ
の二つの役割は、ある意味でダブルバインド
であり、相互に矛盾する側面をもつ。経営す
るか運営しろ、から、運営するか経営しろ、
への転換とも表現できるような急激なマイ
ンド転換を要請されたのである。社会福祉法
人経営者に、このダブルバインド状態が生み



出す「アノミー」が見られるというのがわれ
われの調査結果の見立てである。より具体的
に述べれば、従来型の社会福祉法人の役割
（公的な社会福祉の担い手）というマインド
をもつ経営者と、介護保険事業者として、ほ
かの株式会社などとも介護事業の中で競り
合いながら、勝ち抜いていかなければならな
いという企業的な経営者マインドをもつ若
手層などに、両極分解しはじめているのであ
る。両者の間には、世代間対立もあり、都市
部と農山村部という地域特性的な違いもあ
る。このままでは、社会福祉法人やその介護
保険事業者としての連合機関である老人福
祉施設協議会も、内部分裂しかねない問題を
内包しているとも考えられる。さらに問題を
複雑化しているのは、社会福祉法人改革の中
で、内部留保の問題や、多専門職との連携な
ども義務づけられている問題である。地域社
会との連携や協働のためには、社会福祉法人
だけでなく、NPO 法人やボランティア団体と
の連携や協働も必要となる。しかしながら、
現在の介護保険事業のもとでは、NPO 法人は
商売敵にもなる存在であり、なかなか連携や
協働は難しい。われわれは NPO 法人にも何度
もヒアリングしたが、NPO 法人側も、社会福
祉法人側も、連携や協働には消極的、ないし
は否定的であった。現状のままでは、それぞ
れの縦割りの法律のもとで、同じような社会
的使命や機能を持つ法人相互の間に、連携や
協働へむけたベクトルが働くのではなく、ぎ
ゃくに斥力がはたらいてしまうようだ。ここ
には今後の大きな調査研究課題が残されて
いる。 
第２の社会福祉法人や NPO法人などの社会
貢献については、熊本地震での事例を詳しく
調べることを通じて調査研究を進めた。具体
的には、その途中報告を、安立清史・黒木邦
弘・小川全夫・高野和良，熊本地震への社会
福祉法人の対応と課題― 福岡県老人福祉施
設協議会派遣の支援職員アンケート調査の
結果から―，『共生社会学』Vol.8，77-85 と
いう論文として発表している。 
介護保険改正や、社会福祉法人改革という、
いわば外側から与えられた内部変革への圧
力を、どう社会貢献としてアウトプットでき
る非営利組織になれるか、その試金石として
災害時の社会福祉法人の動き、NPO法人や NGO
の動きを調査研究した。 
まだその研究成果をまとめている途上で
あるが、次のようなことは言えるであろう。 
社会福祉法人も NPO 法人も、いわば縦割り的
な法律によって、相互排他的に設立されてい
るが、そして、通常は、相互に関連をもたず
に事業展開しているが、災害時のような非日
常的な状況のもとでは、連帯や連携や協働が
必要になる。その時に、異質な組織の間の触
媒になるようなキーパーソンは、どのような
人たちのなのか。キーパーソンがいるだけで
なく、どのようなネットワークがある場合に、
異質な組織の連携や協働が可能になるのか。

われわれは、熊本地震への支援の中で、NPO
法人・宮崎文化本舗と被災地 NGO 恊働センタ
ーとの連携を調査した。NPO 法人宮崎文化本
舗は、宮崎県や宮崎県社会福祉協議会とも連
携や協働を行った。この場合の触媒は、NPO
法人としての長年の活動実績とネットワー
クであった。福岡県老人福祉施設協議会の場
合には、施設長の間の個人的なネットワーク
が、災害時の早急な活動の展開を生み出した。
まず社会貢献意識を強くもつ施設長が個人
的に動き、それが老人福祉施設協議会という
組織を動かしていった。その過程で、公的な
組織（国や県、社会福祉協議会その他）との
連携のため、活動に時間がかかる場合もあっ
た。老人福祉施設協議会の場合、他機関との
連携は、公的な自治体や組織（社会福祉協議
会や社会福祉法人経営者協議会など）に限ら
れ、NPO 法人やボランティア団体との連携や
協働は少なかった。こうしたてんに問題や課
題が残されている。 
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